


　　　現状と課題
　近年、本市においては、子どもの数が減少しているにも関わらず、保育需要は年々増加しており、保育所待機児童の数は年度末時点においては１０人程度で推移しています。一方で、市内の幼稚園の園児数は年々減少する傾向にあり、定員割れの状況も深刻化しています。
　その背景としては、女性の就労増大や核家族化の進展、ひとり親世帯の増加などが考えられ、今後とも、保育を必要とする子どもの数は増加するものと予想されます。
(１)公立保育所の現状
このように保育ニーズの多様化、利用者の視点に立った保育サービスの一層の充実が求められている中で、本市では地域によって保育需要が異なり、保育所の老朽化もあり、年々保育児童数が減少し、児童が発達過程において経験すべき役割分担や共同作業など、社会生活を営む上で基礎が築かれる年齢相応の経験が希薄な環境になってきている保育所も出てきています。　
また公立保育所の老朽化や保育士の高齢化等が進んでおり、老朽化した保育所の建て替えや高度成長期の終わり頃に採用された多くの保育士が退職を迎えており、その補充を行う時期にきています。
(２)三位一体改革の影響
しかし、平成16年に行われた三位一体改革等の影響により公立保育所の運営費や施設の整備に係る国の負担が廃止され、地方交付税等により手当てされることになりました。これにより、公立保育所の運営や整備に対する市の一般財源(※1)からの支出は実質増額となり、本市にとって厳しい財政負担となっています。
(３)保育所の効率的・効果的な運営
これらの状況に対処していくためには、より効率的・効果的な保育所運営を推進しながら保育環境の向上に努めることが一層重要になってきています。
　そのため、今後の保育ニーズの適正な把握に努めながら保育総量を設定するとともに、年度を通して待機児童を解消できるように認可保育所の整備・再編などを進め、公立、民間ともに同基準で保育は行えるため、民間で行える部分は民間に委ね、公立保育所は行政機関の一つとして責任を果たすべき役割部分を重点的に行うことが必要とされています。
　※1　一般財源…使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる財源。
　　　　　　　　　市税、地方譲与税、地方交付税など。
　本市の公立保育所
	保育所名
	東部保育所
	藤倉保育所
	新浜町保育所
	香津町保育所
	清水沢保育所

	定　員
	６０名
	９０名
	６０名
	６０名
	９０名

	
	Ｓ２６
(S48現在地に移転)
	Ｈ８
(H10に新築)
	
	
	


　　　公立保育所の民営化、廃止の目的
子どもたちにより良い環境で保育を受けてもらうためには、老朽化した保育所の建て替等を行い、更なる保育の質の向上を目指す必要があります。
しかし、現状と課題で述べたように、本市は、①老朽化した保育所の建て替え、②多数の退職保育士の補充、③三位一体改革による公立保育所運営や整備費の大幅な財政負担の増加、④一部保育所の児童数減等の解決すべき課題があり、現行制度では公立保育所でこれを実現していくことは困難です。対して、現行制度でこれらを実現していくためには民営化は有効な手段です。
そして、今後の保育需要や社会情勢等から考え、児童数が減少してきていて、児童が社会生活を営む経験が十分積めなくなったり、老朽化で0歳児保育を行えない公立保育所は、子どもたちの保育環境の面や本市の財政状況を考え計画的に廃止する必要があると考えます。
このような民営化や廃止によって生じる予算や人員を更なる保育の充実と新たな子育て支援に活用していきたいと考えています。
具体的には、公立保育所は長年積み重ねてきた保育・子育てのノウハウや経験豊かな人材、地域におけるネットワークの活用など、公立保育所としての機能や特色を活かした子育て支援の拠点として、次世代育成の中心的役割を果たしていき、加えて、人的・経費的に過重となる特別なニーズを持つ子どもへの事業を先導的・重点的に実施するなど、地域福祉を担う公的機関としての役割も果たしていくべきと考えます。
一方、民間保育所は、現行制度の補助制度を活用しながら保育所を建て替えることが可能であると考えます。そして、保育を実施するにあたっては、現行制度の補助制度を活用しながらより柔軟性・機動性を活かした保育サービスを提供していくことが可能であると考えます。
公立と民間保育所がそれぞれの特性を十分に発揮し、効率的・効果的な保育所運営の実現を図るとともに、多様化する保育ニーズに対し、迅速かつ柔軟に対応することにより保育サービス全体の充実と更なる向上を図っていきます。
　　　のびのび塩竈っ子プランでの位置づけ
　のびのび塩竈っ子プラン後期計画(平成２２年度～平成２６年度)における５年間の重点事業として位置付け、後期計画の最終年度である平成２６年度の目標事業量について設定を行っています。
	年度
　　　　　　　計画
	21
	22
	23
	24
	25
	26
	27

	
	前期
	
	
	
	
	
	(次計画)

	通常保育事業
	か所数
	10
	10
	10
	10
	9
	9
	9

	
	公立
	5
	5
	5
	5
	4
	4
	3

	
	私立
	5
	5
	5
	5
	5
	5
	6

	
	定員数
	690
	690
	705
	705
	685
	685
	705

	
	H22年度中
	玉川保育園の増改築（H23.4月～　　　　　　定員増）
	
	
	
	
	
	
	

	
	H25.3月末
	新浜町保育所の
廃止
	
	
	
	
	
	
	

	
	H25.4月～
	公・私立保育所の定員増
	
	
	
	
	
	
	

	
	H27.4月～
	香津町保育所の
民営化
	
	
	
	
	
	
	

	
	（　同　）
	公・私立保育所の定員増
	
	
	
	
	
	
	



　　　ガイドラインの目的
　
本市の公立保育所を廃止・民営化するにあたっては、そのための基準を定め、市民、事業者へ広く示すことにより、保護者の不安を解消しながら円滑な廃止及び民営化を図るとともに、優良な事業者の参入を促し、安定的・継続的な保育園運営を目指すことを目的とします。
また、このガイドラインは社会情勢の変化等に伴い、必要に応じ改正することとします。
　　　民営化の方式、廃止の手法

(１)民営化の方式
　民営化の方式としては、下記のとおりです。
　　①「民設民営」方式…設置主体、運営主体ともに民間に移行(民間移管)
　　②「公設民営」方式…設置主体は市、運営主体のみを民間に移行(指定管理者制度)
　本市では、民間事業者が自身の判断で柔軟に保育ニーズに対応できるようにするため、①「民設民営(民間移管)」方式とします。
　建物については、原則として無償で譲渡しますが、移管後3年以内に民間事業者で建て替えることを条件とします。
(２)廃止の手法
　廃止対象保育所の選定にあたっては、保護者の理解を得ながら、入所率が低い施設や老朽化により保育環境の改善が困難な施設であることを基本的な要件とし、廃止に向けた取り組みを行っていきます。
　廃止する保育所で保育を受けている児童については、できるだけ優先的に希望する保育所への転所を行います。
　　　対象保育所の保護者等への周知
　「のびのび塩竈っ子プラン後期計画」では、重点事業として下記保育所の「民間移管及び廃止」(以下「移管等」という)を公表しています。
この計画に基づき、実施年度はもちろん、その前年度及び前々年度の新規入所申込者が保育所を選択する際の参考にできるようにするため、移管等実施の概ね２年６か月を目安に入所児童の保護者に説明し、市民に周知を行います。
	保育所名
	定員
	時期
	内容

	新浜町保育所
	６０名
	平成２５年３月
	廃止

	香津町保育所
	６０名
	平成２７年４月
	民営化


　　　
財産の取扱い(民間移管)

　土地は、原則として事業者に無償で貸し付けます。また、建物と備品については、原則として無償で譲渡します。

　　　保護者への説明の実施

　移管等を行う保育所を希望する入所申込者に対しては十分な説明を行っていきます。
　また、民間移管する香津町保育所への入所申込を「民間移管の同意」の条件を付し、廃止する新浜町保育所への入所申込を「廃止時に他の保育所への転所」の条件を付して、申込の受付をします。
　これらについては、新規入所申込者が保育所を選択する際の参考にできるようにするため、移管等実施の3年度前の申込から行います。
　現在入所している保護者に対しては、不安解消を図るため実施時期の2年度前から保護者説明会を実施し、十分な情報提供に努めます。この他、必要に応じた保護者説明会や個別相談を随時実施します。
　　　事業者の募集(民間移管)

(１)募集方法
　透明性、公平性を確保するため公募による方法とします。
(２)応募条件
　①県内の認可保育所の運営実績のある社会福祉法人又は学校法人。
　②県内で指定管理者等として公立保育所の運営実績のある社会福祉法人又は学校法人。
　　　事業者の選定(民間移管)
(１)事業者の選定にあたっては、のびのび塩竈っ子プラン推進地域協議会(※2)が、保育園運営に関する提案内容や運営実績などの書類審査、実地調査及び関係者ヒアリング等により審査を行います。
　上記審査を受けて、市が移管する事業者の決定を行います。
(２)「移管先法人に望むこと」等の保護者アンケートを実施し、その結果を事業者選定の審査等に反映させます。
※2　のびのび塩竈っ子プラン推進地域協議会…「のびのび塩竈っ子プラン」の策定にあたり、計画づくりに市民の意見を反映させるための機会と仕組みを確保することを目的として条例により設置された協議会。
保育所運営の諸条件(民間移管)

(１)関係法令等の遵守
　・関係諸法令を遵守し、ガイドラインを含めた市の指導・助言に従うこと。
(２)保育時間と休園日
　・通常の保育時間は午前８時３０分から午後５時までとすること。
・休園日は、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日、１月２日、３日及び１２月２９日、３０日、３１日とすること。
(３)定員及び受入年齢
・移管前の定員以上を確保すること。定員を決定･変更する際には市と事前に協議すること。
・乳児（産休明け保育）から５歳児まで受け入れること。
(４)上乗せサービス
　・延長保育サービスの実施
　　平　日：現行の午前7時30分から午後7時までの延長保育に午前午後それぞれ30分ずつの延長を上乗せすること。
　　土曜日：現行の午前7時30分から午後5時までの延長保育に、午前30分、午後2時間の延長保育を上乗せすることを原則とする。
(５)職員配置
　・児童福祉施設最低基準を遵守すること。
　・園長は社会福祉事業に従事した経験を１０年以上有し、児童福祉に真摯に取り組み、管理職としての資質を兼ね備えた者とすること。
・保育士のうち最低２名は７年以上の保育経験を有する者（園長を含むことができる）とすること。
　・保育士の３分の１以上（園長、上記の７年以上の保育経験を有する者を含むことができる）は、５年以上の保育経験を有するものとすること。
　・乳児を入所させる場合は、看護師等の配置に努め、乳幼児の健康管理をすること。
　・当該保育所に勤務していた職員（正規職員以外）で希望する者の積極的な雇用に努めること。
(６)保育内容の継承
　・これまで培われてきた当該保育所での保育内容について、保護者の意見・要望等を取り入れながら継承し、変更するときは市と協議すること。
　・保護者に対し、保育内容の説明や保育の報告などを行い、意思の疎通を図ること。
(７)特別保育事業
　・特別保育事業は現行制度を継続することを原則とする。
　・延長保育は、平日は午前７時から午後７時３０分まで
土曜は午前７時から午後7時までを原則とする。
・一時預かり等の事業に関しては市と協議を行い、前向きに取り組むこと。
　・集団保育が可能な障害のある児童を受け入れることを原則とする。
(８)行事
　・移管前の年間行事を継承することを原則とする。
　・その他の行事についての実施は、保護者に説明を行い、了承を得ること。
　・地域支援事業として保育園の開放や、育児相談等を地域に向け行うこと。
(９)給食・保健・衛生
　・給食は、自園調理方式を採用すること。
　・給食、保健、衛生に関する国、県、市の通知等を遵守すること。
　・様々なアレルギーへの対応を丁寧に行うこと。
　・給食施設・設備をはじめ、施設の衛生管理、児童・職員の健康管理を徹底すること。
　・園児に対しては、年２回の内科検診、歯科検診や年４回の乳児健診など当市の定める検診などを必ず実施するものとし、嘱託医等との連携を十分図ること。
(10)費用の徴収
　・父母会費、園外活動に係る実費、延長保育料、特別保育の利用料その他市が認める実費徴収金以外の負担を保護者に求めないこと。他に保育サービスの対価として必要と判断する場合は、市と事前協議のうえ、保護者の理解を得てから実施すること。
(11)職員研修
　・職員の資質向上のため、職員研修計画を作成し、積極的に研修等に参加させること。
(12)保護者との連携、保護者（父母）会との連携、苦情解決等
　・保護者との懇談を必要に応じ開催し保護者の意向を適宜把握するとともに、保護者の要望については誠意をもって対応すること。
　　また、苦情解決の仕組み（苦情解決責任者、苦情受付担当者、第三者委員の設置）を整備すること。
(13)施設面
　・保育所周辺の安全対策を講じ、地域住民と連携すること。
　・遊具等は当面継続利用し、必要に応じて改善していくこと。
(14)地域交流
　・塩竈市が主催する情報交換の場に積極的に関わり、交流を深めること。
　・市内の認可保育所（園）と連携、協力し市内の保育の発展に努めること。
(15)その他
　・移管当初は上記の内容にて保育を行うが、条件の変更が必要になった場合は三者協議会で話し合って変更できるものとする。
　　　引継ぎ・共同保育の実施(民間移管)

移管の際には、保育士等が入れ替わることなどから、子どもたちが新しい保育士に早く慣れることができるよう、移管のための準備期間を設け、期間中に市職員と事業者職員が合同で保育にあたります。この合同保育の期間中に子どもの様子等の把握に努め、きめ細かく対応しながら引継ぎを行います。
引継ぎのための合同保育の期間は原則として実施前年度の１０月から６カ月を確保します。
さらに移管後も必要に応じ一人一人の子どもの様子並びに保護者の不安及び意見を考慮して、市の保育士を派遣する等臨機応変に対応します。
　　　三者協議会(民間移管)
移管にあたっては、円滑な引き継ぎと運営を行うことを目的として、移管実施の前々年度から実施年度まで、市、移管を受けた事業者及び当該保育所の保護者からなる「三者協議会」を定期的に開催します。また、実施年度の翌年度以降は必要に応じ開催し、情報を共有することで、より良い保育環境を確保します。
民営化・廃止のスケジュール

≪民営化≫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≪廃止≫
	年度
	月
	民営化（香津町保育所）
	年度
	月
	廃止（新浜町保育所）

	Ｈ24
年度
	11
	入所申込者へ説明(同意書の提出)
	Ｈ22
年度
	11
	入所申込者へ説明
(同意書の提出)

	Ｈ25
年度
	4
5
6
～
10
11
1
3
	民営化と事業者公募の保護者説明会
保護者アンケートの実施
(説明会終了後、随時個別説明実施)
事業者の公募決定・発表
事業者の募集(うち実施２ヶ月程度)
事業者の選定・決定
入所申込者へ説明(同意書の提出)
市と事業者協議、保護者説明会(事業者紹介)
	Ｈ23
年度
	６
11
	保護者説明会
入所申込者へ説明
(同意書の提出)

	Ｈ26
年度
	4
７
10
11
1
3
	三者協議会
　　三者協議会の設置・運営
三者協議会
三者協議会
入所申込者へ説明　共同保育の実施(6ヵ月)
(同意書の提出)
三者協議会
	Ｈ24
年度
	６
	保護者説明会

	Ｈ27
年度
実施
年度
	4
7
10
1
	民営化実施、三者協議会
三者協議会
三者協議会
三者協議会
	Ｈ25
年度
実施
年度
	
	保育所廃止


塩竈市





平成２２年１１月
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